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7.2超電導コイルによるエネルギ貯蔵 ば、コイル内に蓄えられるエネルギU(J)は

1 U=~L/2 
2 

(7.2.1) 

超電導貯蔵(SMES : Superconducting Magnetic 
Energy Storage) システムとしてはTable7. 2. 111) 

にかかげるように、貯蔵効率が高く、大容量化が可能

なこと、さらに応答性が良いこと等の特徴を有する。

超電導コイルによりエネルギ貯蔵は電磁エネルギで行

われる。コイル中に流れる電流は磁界を生じ、この電

流と磁界によってエネルギが蓄積される 12)。コイルの

イソダクタ‘ノスを L(H)、流れる電流を I(A)とすれ

常電導コイルは純粋のイソダクタ‘ノスではなく、抵抗

R(Q)を含むので、初期電流 Ioの電流は時間 t(s) 

と共に

t 
i = I。exp[-

(L/R) 

Table 7.2.1 各種エネルギー貯蔵方式の比較

］ 

ニネルギー＇ 建設 :zスト
貯蔵方式 効率密度 1 1 注 意(%) I (kWh/mり C,,($/kW)IC,($/kWh) 

揚 水|65~70 | (h＝俎乱）m）| 90~160 | 2~12 1 竺竺翌’ン；元各シ
＾ッテリー（鉛） I 75~80 | 30 | 70~80 | 65~110 | 360GJの概念設計

新型パッテリ― |75--80 I II I 60---70 I 20--60 I 

フライホイール | 85 | | 65~75 | 100~300 1 小型に適する

凰圧縮空気| 70 | 1 | 100~210 | 4~30 |検討中

水索貯蔵 I~20 | 2,300 | 500~860 | 6~15 | 

竺琵ニネルギ |93~97| 2 | 50~60 | 30~140|10,00OMWh 
概念設計

全蔑孜::rスト ($/kW}=C,＋C..T

(7.2.2) 

の如く減衰していく。また、 Rによるエネルギ消費

UQ (J)は

切＝ i2R (7.2.3) 

となる。エネルギ貯蔵用で製作された最大規模のコイ

ルはワシ‘ノトソ州タコマ変電所に設置された30MJの

ものである13)。 SMESの基本的概念設計は1976年に

発表されたウイソスコシソ大学のものである。これを

もとに、アメリカ電力研究所(EPR I)や日本のNE
DO等で大規模な 5GWhクラスの概念設計がなされ

た14)。Fig.7.2.1はその模式図である。地下100m~
300m程度の硬質岩盤に直径100,......,400mのコイルを 3
個ほど構築するものがNEDO案である。

きな電磁力が作用すると、コイルの膨張力となって現

れる。この力を支持する母体として硬質岩盤が要求さ

れる11)。次に、磁界ヽンールドの問題がある15)。生体系

や電気機器系に与える影響を防ぐため、シールドコイ

ルや強磁性体のシールド板の設置等が考えられている。

貯蔵コイルは直流であり、交流系統から電力を導入

するためにはサイリスタが必要となる。現実的な SM
ESの回路図をFig.7.2.2に示す。

SMESで解決すべき重要課題として、コイルの電

磁力を如何に閉じ込めるかがある。超電導コイルに大

(80) 

地下
J00~300m 

Fig.7.2.1 超電導エネルギ貯蔵装置の概要
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バイバス
サイリスタ

商
変圧蹄

Fig.7.2.2 代表的なSMESの回路図

7.3軸受等荷重支持への応用

7. 3. 1磁気軸受

永久磁石や電磁石の磁気力を利用した磁気軸受は、

非接触で摩耗がなく、また、潤滑油が不用であるため

真空、低湿、高湿などの特殊環境で使用が可能である

ことなどから理想的な軸受として期待されてきた。

空間における剛体は、並進運動及び回転運動それぞ

れ3自由度の合わせて 6自由度を持ち、磁気軸受は回

転軸回りの運動を除く 5自由度を磁気力により制御し、

非接触で支持しようとするものである。

磁気力の利用の仕方としてFig.7.3.1に示す 3形式

が考えられる 16),17)。同極性の反発力を利用する場合

（図中の形式 I)は、反発力が磁極間の距離が大きく

形式 I

l四の方向

二

“““[II]“““/ 
同極性磁極間の反発力の利用

形式 Il

［ 
吸引力（主成分）の利用

昌ロ
M

コ
訃III 

式形

吸引力（接線方向成分）の利用

Fig. 7.3.1 磁気力の利用 16)

なると減少することから起磁力を制御しなくても反発

カの働く方向に関しては安定である。

異極性の吸引力を利用する場合（形式II)は、吸引

力が磁極間の距離が小さくなるとますます大きくなる

ため無制御で吸引支持を行うことは不可能である。

形式IIIの場合は、磁極面と平行な方向に働く力が釣

合位置への復元力となるから、この方向に関しては磁

力制御を必要としない。従って、形式位置と形式IIIを

組み合わせれば制御機構を必要としない磁気軸受が実

現できそうであるが、原理的に不可能なことが知られ

ている (Eranshawの原理18)）。

このように、磁気力によって回転体の運動を安定に

支持するには、制御機構が必須なために装置が複雑、

高価になることや、エネルギ消費が比較的大きいなど

の欠点などから実用例は少なかった。近年、エレクト

ロニクスの発達や高エネルギ積の希土類磁石の出現に

より、これらの欠点が克服されつつあり、人工衛星の

姿勢制御用フライホイールやジャイロ、ターボ分子ポ

ソプ、エネルギ貯蔵用フライホイール、工作機械用ス

ピソドルなどへの応用がすすめられ19)、本格的な実用

化の時代に入ったといわれている。

超電適の磁気軸受への応用としては、次の 2点が考

えられる。

① 常電動電磁石の替わりに超電導電磁石の強力な

電磁力を利用する。

② 超電導の持つマイスナー効果(Meissnereffect) 

を利用する。

前者は、超電導電磁石の強力な吸引力を利用するも

ので、原理的には常電導を用いた磁気軸受と変わらな

いが、エネルギ消費が少なく、かつ小型で高い負荷能

力を持つ軸受が可能となる20)。従って、超大型、高速

船や特殊船舶の軸系や大形の超遠心分離機、大形の膨

張タービソなどへの応用が考えられる。しかし、軸受

を安定化するためには、励磁電流を制御する必要があ

るため、交流損失の少ない超電導線材の開発が必須と

なる。

超電導体は、超電導状態になると外部磁場がある値

以下の時、磁場を完全に外部に追い出してしまうマイ

スナー効果を示す。これは、比透磁率μが零の完全磁

性材料であるといえる。 Fig.7.3.2はその様子を示し

たもので、超電導体の表面に磁界の浸入を食い止める

ように遮蔽電流が流れ、超電導体は磁石と反発する21)。

従って、超電導体の上に磁石を浮かすと、重力に対し

て釣り合う位置で安定するために、磁場の大きさを必

(81) 
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Fig.7.3.2 マイスナー効果による磁気力 21)

ずしも制御する必要がない。将来、常温での超電導材

料が実現した場合、セ‘ノサや磁力制御装置の不用な磁

気軸受が可能となり、計測器、民生機器などの小型軸

受として大量に使用される可能性がある。

マイスナー効果の既存の軸受への応用として、転が

り軸受の転動体（ボール）の保持器に超電導体を用い、

内・外輪には非磁性材を用いて外輪内周の一部に磁石

を埋め込み、マイスナー効果により保持器を浮上させ、

さらに磁化ボールを用い、ボールと保持器の接触をな

くし、この箇所での焼付などの損傷をなくそうとする

試みがある22)。

7.3.2磁気浮上

磁気浮上は、同極性の磁極間の反発作用あるいは、

異極性間や磁石と強磁性体間の吸引力を利用して行う

ことが可能である 23)。財団法人鉄道総研で開発を進め

ている超電導磁気浮上鉄道 (JR方式、時速500km)

は反発力を利用するものであり 24)、HSST（日本、

時速300km)及びトラソスラビッド（西独、時速400~

500km)は吸引力を利用するものであることは良く知

られている。 JR方式は、電磁誘導による誘導反発式

で、車両側に超電導磁石を使用し、高速になる程反発

力が増し、時速百キロ以上では、 10cm程度の浮上力が

えられるとしている。定速時には、補助支持装置が必

要であるが、特別な制御を必要としない。

吸引力を利用するHSST、 トラ‘ノスラビッドは、

常電導磁石を使用し、浮上高さは約 1cmと少ない。停

車中も浮上力が得られるが、ギャップセ‘ノサーにより

常に浮上高さを測定し、電磁力を制御する必要がある。

実用化に向けては、 トラソスラビッドが JR方式に比

ベー歩進んでおり、 1989年末には全てのテストを終え、

現在、西独国内で実験線計画が検討されていると言わ

れている25)。しかし、ヨーロッパに比べ、地盤の状態

が悪く、地震の多発する日本では、ガイドウエーの精

度維持、超高速での走行安定性の面から超電導磁石を

(82) 

利用し、 10cm程度の浮上高さが必要と考えられている。

7.3.3フライホイールヘの応用

エネルギ貯蔵用として設計されたフライホイール

(FW)は貯蔵したエネルギを放出するまで、出来るだ

け損失なしに保持する必要がある。損失のなかで大き

な割合を占めるのに支持損失がある。この損失を小さ

くするため磁気軸受が用いられる 26)。

Fig.7.3.3はアメリカのCharlesStark Draper Lab. 

製のフライホイールで、 10.e,bの重量、 25,000rpmの

最大回転数を有し、 2個のラジアル磁気軸受と、上部

に1個のスラスト磁気軸受を配置している。磁気軸受

に必要なエネルギは次式にて与えられる27)。

Power = aM (KH炉 f+KEが,2)+ /2 R (7. 3. 1) 

AXIAL BEARING 

四雌』可
.l 

ょ一——i=
ヵ I -1i I i一~ -LQ_ -1・ニ＝ヒ(L~-
こ-

国 I II IPOSITION --..--s 

L 

ION 

1SENSORS 

Fig.7.3.3 磁気支持によるフライホイール

ここで、 aMは磁束によって影響を受ける制御系の

質量、 Bは磁場の強さ、 fは周波数、 KHはヒステリ

シス係数、 KEは渦電流係数、 n~ま材料によって決ま
る定数、 1は電流、 Rは抵抗値である。これより、ロー

ターの重量をできるだけ小さくすることは支持の面か

らも有利となる。また、磁気軸受で問題となるのが安

定性である。 Earnshawの定理からパッシプな三軸の

磁気支持のうち少なくとも一軸が不安定となり、この

軸をアクティブ制御する必要がある。この動的な制御

系の研究が磁気軸受の応用に対する重要な問題となっ
ている 28)。
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7.4超電導電気推進とその原動機

7.4. 1はじめに

超電導回転機本体の構造に関しては7.1節に述べた

ので、本節では原動機を含めた電気推進ヽンステムにつ

いて述べる。なお、電気推進全般にわたっては文献

29),30)に詳しく述べられている。

電気推進方式31)は、原動機による直接推進方式に比

して操縦性、 トルク特性、応答性などの性能や機能の

良さ、機器配置の自由度の高さ、推進ヽンステムの高信

頼性などの利点を持つ。一方、装置の重量・容積の増

加、エネルギ伝達効率の低下、設備費が高価格である

という欠点を持っている。このため、近年電気推進の

適用例は作業船、砕氷船などの特殊船に限られ一般商

船への適用例はほとんどない。近年建造された電気推

進船の船種と隻数をTable7.4.132)に示す。

Table 7.4.1 電気推進船の建造傾向 32)

砕氷船
• 9 1 

i詞査 iその他

船業作

l 
建造年！掘削！潜水|りレーン i浚渫 Iケープ）i

旅客船！合計

7ェりー 1 
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1981 
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超電導電気推進33)しま、原理的には常電導電気推進と

同じである。しかし、発電機・電動機を超電導化する

ことによりこれら回転器が小型化、軽量化、高効率化

されるため、機関室スペースも小さくなり従来の電気

推進、ンステムの総合的な効率が向上することが期待さ

れている。さらに、回転機械が大幅に小型化、軽量化

されるので電気推進ヽンステムが適用可能な船舶の種類

も増えると考えられている。例えば水中翼船、半没水

型双胴船、表面効果船等の特殊形状を有する高速船舶、

または大型砕氷船、砕氷LNG船、砕氷大型夕‘ノカー

等の大出力を要し、且つ、高度の操船性が求められる

排水量型船舶がある。

電気推進船の原動機は、近年建造されているものに

ついてはほとんどディーゼル機関に限られていると言っ

ていい。これは、ディーゼル機関が非常に高い熱効率

を有しているからであろう。その他の在来型原動機の

内、蒸気タービ‘ノしまディーゼル機関に換装されている

34),35)。ガスタービソは小型軽量ではあるが現状では

熱効率が低いため、調査時に静粛さを要求される試験

艦36)やガス燃料とA重油を併用する石油生産試験船37)

に使用されている程度である。一方、新形式の電気推

進用原動機として、高効率かつ直接発電が可能な燃料

電池が考えられる。これは近年研究開発が盛んに行わ

れており、将来電気推進船に応用される可能性がある。

回転機器の超電導化により電気推進ゥ適用範囲が拡

大される可能性があるが、発電に必要な原動機も含め

た超電導電気推進システムとして検討しておく必要も

あろう。推進ヽンステムの原動機の決定に当たっては燃

料経済性が大きな比重をしめる。しかし、適用船種に

よっては熱効率のほかに推進ヽンステムの重量、容積も

選定の重要な因子になる場合も考えられる。そこで本

稿ではディーゼル機関、ガスタービソ機関、燃料電池

の開発状況およびその重量・容積に関する調査をする

とともに超電導電気推進システムの重量、容積に関し

て簡単な比較検討を行った。以下にその結果を述べる。

7.4.2ディーゼル機関とガスタービン機関の現状

Table 7.4.238)に最近建造された2000t以上の商船

の隻数および搭載機関の種類およびその合計出力を示

すが、搭載機関の大半がディーゼル機関である。石油

ショック以降、総合的な低燃料消費化を計るため、プ

ロペラ効率の優れている大直径低回転プロペラが多く

採用されるようになり、 2サイクル低速ディーゼルに

関しては、この低回転運転に適する超口‘ノグストロー

ク機関の開発が盛んに行われた。同時に熱効率を向上

(83) 
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Table 7.4.2 建造隻数と搭載機関出力の傾向 38)

建造年 I1 I 

i 
低速ディーtli i 中高速ディーセ＇！ iII 蒸気ターピン

I 

Ii 隻数

684(61. 6%) 425(38.2:) ， 2(0.2%) 
1982 出力(BHP) 7969973 (74. 5%) 2671074(25.0%) 64000(0.5%) 

出力／隻 11652 6284 32000 

I| 隻数
588(58.3%) 411(40. 7%) I 10(1. 0%) 

1983 出力(BHP) 6832367(70.3%) 1I 2593103(26. 7%) 301000(3.0%) 
出力／隻 11619 6309 30100 

II 隻数

659(65.4%) 341(33.9t) I I 7(0.7%) 
1984 出力(BHP) 7230399(76.0%) 2058798(21. 6%) 228200(2.4%) 

出力／隻 10972 6038 32600 

1985II 出力(隻BH数P) I 
650(73.1%) ！ I ， 238(26.8%) 1(0.1%) 

6840669(81.1%) 1548863(18.4%) 40000(0.5%) 
出力／隻 10524 6508 40000 

隻数 599(66. m 1 I 306(33. 8I) 1(0.1%) 
1986 出力(BHP) 7335020(79.0%) 1873526(20.2X) 75000(0.8%) 

出力／隻 12245 6122 

隻数 334(63. 7%) 190(36.3%) 

゜1987 出力(BHP) 4157771(74.6%) 1414290(25.4%) 

゜出力／隻 12448 7443 

゜
するため、筒内最高圧力の増大、燃料噴射圧の高圧化

等による熱発生の改善、過給機の効率改善、掃気効率

の改善等多くの開発が行われ、熱効率が50％を越す機

関が出現した。 Fig.7.4.139) ~こその過程の 1 例を示す。

また、悪化する低質燃料油対策も施され、 700cst(50

℃)の燃料の使用も可能とされている。
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西暦（年）

Fig. 7.4.1 ディーゼル機関の燃料消費率低減の過程の例 39)
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4サイクル中速ディーゼルは、従来から多数シリソ

ダで小型高出力であること、減速機を介して最適な回

転数が選択可能なこと等の利点の反面、低質油が使用

できない、メ‘ノテナ‘ノスが複雑という欠点を有してい

た。しかし、最近は、大口径小数シリソダ長ストロー

クの機関が開発され40),41)、燃料消費率、低質油使用

性も 2サイクル低速ディーゼル機関並になってきた。

省メソテナ‘ノスも重視され、例えば排気弁メ‘ノテナソ

ス間隔7000~10000時間、使用寿命 2 万時間等と大幅

に省メンテナ‘ノス化が進められている。これらは最近

大型旅客船（電気推進）や大型カーフ ェリーの主機と

して採用されている42)0

Table 7.4. 343)にディーゼル機関の出力、概略寸法、

重量の例を示す。 Fig.7. 4. 2~7.4.4に 2 サイクル低速、

4サイクル中速ディーゼル機関の燃料消費率、連続最

大定格出力にたいする比重量、概略寸法から計算した

比容積の例を示す。

;: I型

I 
2 i L90MC 

L70MC 

L60MC 

L50MC 

RTA62 
UEC75LS 

UEC60LS 

UEC52LS 

S26MC 

Table 7.4.3 ディーゼル機関の寸法と重量の例 43)

式 I心 i出 力［燃費率 1回転数 l重 量 1 概略寸法
タ数 ikW(MC) I g/k¥ih I rpm I ton I LxWxH（凪）

I 

4 i L58/64 

L40/45 

PC40L 

PC20L 

PA6L-280 

PA6V-280 

PA6L-280CL 
I 

PA6V-280CL 

PA6-280BTC 
I 

PA4V-200VG 

M220L-EN 
M220AL-EN 
6SH-ST 
S6R2-MTK 
I S6MB-MTK-2 
i 

ー、，

1

．．
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4
2
4
8
4
8
4
8
7
4
8
4
8
4
8
4
8
6
9
6
9
5
9
6
9
6
9
2
0
6
9
2
8
2
0
8
8
6
6
6
6
6
 

1

1

2

1

1

1

2

1

 

13760 
41280 
8320 
16640 
6120 
12240 
4240 
8480 
10210 
11770 
23535 
7060 I 166 
14120 
5300 I 166 
10600 
14 6 0 | 1 77 
2920 
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5
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5

9

5
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7

7
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1
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7290 I 174 
10935 
3630 I 181 
5445 
6075 I 173 
10935 
3642 I 184 
5463 
1110 I 200 
2655 
3540 I 200 
5900 
1110 I 1s6 
2655 
3540 I 186 
5310 
4850 I 238 
8100 
1080 I 223 
2430 
735 I 195 
882 I 197 
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588 | 201 
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！ 

5
5
0
5
3
0
5
0
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3
9
5
3
6
3
6
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8
3
6
2
4
1
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4

5
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350 

475 

1000 
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14 75 
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1600 
1450 
2600 

9.4x7.9x13.6 
23.7x7.9xl3.6 
7.3x6.lx10.6 
12.3x6.lx10.6 
6:Jx5.2x9.1 
10.5x5.2x9.1 
5.2x4.4x7.6 
8.8x4.4x7.6 

I 
T 

比重量・比容積
i kg/kw | 1 /kW 
I . ,  

i 56.3 i 73. 7 
44.5 I 62.2 
47.o I 56.6 
3 9. 4 | 4 7. 7 
42.5 i 48.8 
3 5. 7 | 4 0. 7 
37.7 ! 40.9 I 
31.8 i 34.2 
3 7. 7 | 
37. 0 I 64.8 
33.J I 52.4 
40.5 
36. 7 
34.3 
31.1 
19.5 I 33.6 
17.6 I 27.0 

385 

4 3 6 1 7. 6x7. 6x 13. 2 
784 I 12.3x7.6x13.2 
286 
518 
182 
330 
28. 5 1 3. 3x3. 1x4. 8 
51.3 I 5.3x3.lx4.8 

I 
134 l9.7x3.5x5.2 I 

I 
59 ! 7. lx2.6x4. 6 
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127 I 9. 6x3. 6x5. 6 
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3 2. 1 I 6. Ox2. Ox3. 0 
23.0 I 3. 7xl.8x2.6 
42.0 I 5.5xl.8x2.6 
4.4 I 2.0xl.6xl.9 
8.7 I 3.4xl.7xl.9 
7.2 I 3.2Xl.2X2.1 
7.2 I 3.2Xl.2X2.1 
2.6 
3.9 I 2.6Xl.2Xl.8 

I 
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大型商船用主機としてのガスタービ‘ノしま1970年代に、

C重油燃焼が可能なGE社の産業形MS、ンリーズガス

タービ‘ノがコソテナ船等15隻（このうち10隻が電気推

進）、航空転用ガスタービ‘ノ FT4が大型フェリー

「Finnjet」に搭載されたが、その後の石油ショック

を契機としてすべてC重油が使用可能でかつ熱効率の

高いディーゼル機関に換装されている44)。艦艇用主機

には航空転用ガスタービソが、その軽量、大出力、高

機能性、静粛性、整備の省力性等の特徴をいかして多

く採用されており、現在世界で760隻以上、ガスター

ビソ2700台以上、全出力38MPSが使用されている45)。

単純サイクルガスタービ‘ノの熱効率向上は、高温度

化、高圧力比化によって達成されるが、最近では航空

用46)においては、タービ‘ノ入口湿度1400℃、圧力比30

~36となっている。産業用では、 1260℃、圧力比14、

熱効率32％以上のものが47),48)が開発されている。こ

れらの高湿化は、耐熱耐食超合金材料およびその製法

（一方向凝固翼、単結晶翼等）、高性能冷却法（イソ

ピソジ冷却とフィルム冷却）、熱遮蔽セラミックコー

ティソグ、耐食性合金コーティ‘ノグ等の技術開発に負

うところが大きい。現在、さらに1500℃以上の高湿化

をめざしてセラミックス、炭素／炭素複合材料等の研

究が進められている。セラミックスは無冷却で高湿度

使用に耐えるが脆性等に問題があり、製造・検査技術

等の確立が課題である49)，50)。自動車用セラミックス

ガスタービ‘ノが1370℃レベルの使用をめざして研究開

発中である。また、発電用では産業用ガスタービ‘ノの

1150℃クラスのガスタービ‘ノ51),52)を使用したLNG

焚き複合サイクル発電で総合発電効率47%(LHV)が

達成されている。

ガスタービ‘ノでは、灯油、軽油やLNG等の良質な

燃料を使用する。重構造産業形においてはC重油も使

用されるか53)、C重油中に含まれるヴァナディウムが

超合金を腐食するので、対腐食用添加材を必要とする

ことと、使用温度が900℃レベルと低く押さえられて

いる。したがってメソテナ‘ノス、熱効率の点に欠点が

ある。今後舶用ガスタービ‘ノの経済性向上のためにC

重油の使用を可能とするためには、セラミックス等の

新材料を使用し、防食添加材が不用で、使用温度レベ

ルの高いガスタービ‘ノの開発が必要であろう。

Table 7.4.454)に現在使用されている産業用・舶用

ガスタービソの出力、概略寸法、重量等の例を示す。

Table 7.4.4 ガスタービ‘ノ機関の寸法と重量の例 54)

機 種 I出力i燃費率 1圧力比 1ターヒン入 1回知敗i重量 1 概略寸法 1比室量！比；；一
kW |g/kW I口温度℃ rpn | ton | LXWxH (n) kg/kw I l/kW 

＇ 
! 501-Kr I 3230 1 306 
I 570-KF I 4808 
j 571-KF I 6183 

航： TF15

空 IT25
l l 11 19 

1865 

転 iTF40| 2984 

用 IM500 | 4066 
形！ LM1600 I 13428' 

| M2500| 22007 
IM400 l 4439 

I !M5000 I 33570 
I TM3B 1 20877 
TH3C ! 24225 
I RM1c ! 3982 
I SM1A 1 12750 
I SMlC i 18000 
: I 

i H1A-02 | 1177 

! M1A-05 ! 1471, 

哩i悶： I ；需
業 'HF-111 115101 

用 1罪 151 1 22820 
升多 MW-251 I 36300 I 290 
i MH-501 | 107900 256 
l罪 701
I 

130400 I 261 
SB301 6150 277 

i S860 ! 13070 I 275 
I S890 I 16810 
| sB120 | 24170 
I MS3002R i 8600 
|HS5002RA 16540 
MS7002R I 413 10 

9.3 
11.2 

I 
12 
13.3 
6.5 
8.4 
14.3 
21. 5 
18.8 I 

9.3 
30 

280 
249 
304 
377 
316 
265 
233 
229 
280 
225 
290 I 10.3 
283 I 11 

285 I 12.5 

239 l 1s.9 
227 

377 I 
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384 
290 
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＇ 
277 I 
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255. 
270 I 

21.8 

•999999, 8

1

9

7

9

2

4

 

．

．

．

．

．

．

 

7

9

3

6

4

1

1

4

4

6

8

8

 

1
1
1
1
1
 

982 ! 13820 j 1. 13 ! 2. 7xl.35xl.35 

1077 11500 1 °. 65 1 1.86xo.9xo.96 
1077 I 11500 I 0.68 I l.89x0.9x0.96 

3000 I 1.14 I 1.45x0.88x0.6 
970 I 14500 i 0.54 I 1.4x0.88xl.13 

1oao I 15400 I o.so I 1.41xo.aax1.13 
1 7000 l o.59 1 2.2xo.9xo. 9 

1150 7-9000 i 2.72 1 5.2X1.8x2. o 

1170 I 3600 ! 4.76 ! 6.7x2.lx2.1 

1230 13820 | °.6 | 2.3xo.9xo. 8 
1160 3600 40 | 8.9x3.5x3.4 
950 I 5660 i 28.6 I 9.2x2.6x3. 7 
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なお、表中のMS、ンリーズMS3002R等は1970年代ガ

スタービ‘ノ船に搭載された再生形ガスタービソの例で

ある55)。Fig.7.4.2-~7.4.4に燃料消費率、比重量、比

容積をディーゼル機関と比較して示す。

7.4.3燃料電池 56)

燃料電池は電解質によって電極反応、作動湿度、竜

池材料等が基本的に異なるため電解質によってよく分

類される。 Table7.4. 557)にその典型例としてアルカ

リ型、りん酸型、溶融塩型および高湿固体電解質型の

特徴を要約したものを示す。

燃料の典型的なものは水素で、化石燃料を利用する

場合は電極反応が容易に進行する水素に改質装置等を

利用して変換する。セルの電圧は普通 lV以下なので、

実際に利用するには必要な電圧になるように多数直列

に配列しなければならない。このセルを積層したもの

をスタックと呼んでいる。スタックにするにはガスの

均ーな供給、セルの冷却、電流の取り出しなど技術的

な課題がある。燃料電池から得られる電流は直流なの

で一般電力にするには直交変換装置が必要になる。

以下に開発状況を簡単に述べる。

Table 7.4.5 各種燃料電池の種類と特徴 54)

低温燃料電池 i 高温燃料電池

lアルカリ水麟型 l燐 酸ー型 1 溶融炭酸塩型i固体霞解買型

解 買Iオ敏化カリウム i呻 (H;POJ) j暉リチウム 1安定ジルコニア
i (KOH) ! 
I I 

t <LLCO;) i <Zr02+Y20,) 
1暉カリウム ！ 

I I :（恥CO;）

イオン導町'I°H H* ! coぎ I O2-
態液体 液体 i液体 ！固体

用状態！マトリックスに含漫マトリ・1クスに酎曼！マトリックスに含浸I薄円筒状

I i i 叉はペースト化
動温度(50~150℃ !170~220℃ '600~700℃ 

I （常圧～ 10紐） ！ （常圧～ 10饂

抵抗l~1 0Qcm l ~1Qcm ; ~0.1Qcm 
食性 中程度 1 強

I 

I I 
1 強

価な触媒 i 必 要 i 必 要
（暉例） ！ （白金、銀） 1 (白金）

H2+20H-→ H2→2W+2e― 

恥 ＋2e-l 
隣鰤応ll/20叶 H2° I 1/202+2H ♦ 

+2e―→20H-I +2e―→H心

燃料電池｝

応声

」料

目

1
逍

状

使

作

比

匹

高

燃

酸

項

[
9
1
霞
ー
解
ー

iftl1
菰
口
」

□1
1ー
|
」
'
電
槽
撚

不要

H丑 coこ2―→
H20+COa+2e-
li20』•CO2
+2e•→COげ

~1000℃ 

~lOQcm 
弱

不要

H汁 02ー→
比 0+2e-

1/20叶 2e-
→02-

撚料の原料

lセラミック等
耐熱性、耐食性

|無
水素、郷埠漂 1水素、→割埠渫
（炭酸ガス含有可），（炭酸ガス含有可）
石油、天然ガス、石！石油、天然ガス
勘スメタノールl石炭ガス

l 

材 料i合暉犀F 1合呻岬 ！セラミック等l 1枷鰤少ない 鴎蘊助少ない

液もれ＇有 有 守

I 
化石燃料
時の発電
の熱効率
ングサ

問題点お
開

-ひ’

（二磁料）販素 1水素
（炭酸ガス含有不可） （炭酸ガス含有可）
電解工業の副生水素天然ガス、ナフサ

(—涵料） 水⑰潔等 Iメタノール

を用いた 1 60% I 
システム 1 （但し、撚料電池 i
（ポトミ 本依椋牌） 1 

イクル込） l l i 
• CO沿濡解買に l•安価な廊助開発 1 ・構如粋耐食、 i ・耐熱材料
溶解すると劣化す 1 白金残用量の匝成 酎熱性 ・電極の安定化と性
る（燃料中のco. 化（現状； Bg/kwI • co~循環系など 組旬上

I 
紐技術） 直） I 要素技術の開発 ・加質の薄膜化

•水、熱収支の制侮 •発電システム全般 l ・然収支、ポトミン
が必要 にわたる超寿命化 クサイクルを考慮

,．撚料電i鉢体⑰切 i低コスト化 1 したシステム解厨
！率 I 

40~45% 45~50%i 50~5 5% 
(50~60%) / (50~60%) 

i 
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アルカリ電池は宇宙用に早くから開発され、すでに

アポロやスペースシャトルに実用されている。

りん酸型燃料電池58)では、 IFC社から導入した

装置による東京電力の4.5MW発電（天然ガス改質、

2420h運転後解体、昭和60年）、東京ガス、大阪ガス

によるオ‘ノサイト熱併給発電 (IFC社PC18型40kW、

1万時間以上運転）に続きムーソライト計画による 1

溶融塩炭酸塩型燃料電池はムーソライト計画におい

てlOkW級発電（昭和62年）に成功している60)。さら

にlOOOkW発電 (1995年）をめざして開発研究が現在

すすめられている61)。また効率がより高くなるとされ

ている内部改質形燃料電池も研究されている62)。

MW発電（天然ガス改質、加圧水冷、昭和62年）も成功

している。また、電力会社、ガス会社各社により 50~

200kW級国産電池（天然ガス、メタノール改質）の離

島用、業務用熱併給発電実験が各種行われている。以

上のようにほぽ実用化段階になっている。しかし、低

コスト化がまだ課題であり、現在スタックの価格は約

50万円／kWといわれている59)。このうち白金は12000

~15000円／kW程度で黒鉛などの材料費や加工費がか

固体電解質燃料電池63)では、アメリカのWH社の技

術が最も進んでいる。円箇管並列形電池の開発を進め、

5kW発電に成功している。日本では東京ガス、大阪

ガスの両社がWH社から 3kW発電装置を導入しフィー

ルドテストを行っている。ムーソライト計画では電総

研で定格500kWの円筒管置列形電池を開発した。アメリ

カのANLでは高出力密度が期待できるmonolithic

セルの研究が進められている64)。

Table 7.4.6に各種燃料電池の比重量、比容積の例

を示す。

なりの部分を占めている。

Table 7.4.6 燃料電池の出力と比容積・比重量の例 57)

アルカリ電池 ！I 水素酸素使用
富士電気3.6kwDC'cc' 比容積75L/kwDC、比重量 27.Bkg/kw

アルカリ電池 ＇スペースシャトル用、 2500時間、 白金触媒20mg/c

UTC PC-17C 4.5kいい） I i比容積43.6L/kw 比重量20.2kg/kw

炊駿型燃料電 il!! l I可齢型メタノール改質
三洋電気5kWAC⑱ t, 比容積 1OOL/kwAC 比重量 76kg/kwAC

佑駿型燃料電池 3 0人乗りバス用設計 メタノール改買 (36いLHv:．
ERC 60kw'tワ J Ni-Cd電池とハイプリッド使用

燃料電池・改買器 19.4kg/kwFC 電池 16.9kg/kl FC 

似酸型燃料電池 I 1天然ガス改質 パッケージ熱効率4ば (LHV)

IFC PC18 40kwAC<6i$' 比容積 224L/kwAC 比重量 90kg/kwAC

憐椴型燃料電池 パッケージ比容積340L/kwAC、比重量 105kg/kw

ムーンライト200kwAC1!:-7 > 電池部分 83L/kw 22.5kg/kw 

改質変成部分 225L/kw 75kg/kw 

直交変換部分 32L/kw 7.5kg/kw 

（但し比容積は推定）

烙酸型燃料電池 lOOOkwAC用スタック，天然ガス改質

k-'jうイト269kwDC'69' 寿命 4万時間 熱効率40%(HHV)

単セル寸法 60x60x0.6 cm(4.3L/kwDC) 

スタック寸法 1.7¢x4.8 m(42L/kwDC) 

溶融塩炭酸塩形 ! | 29セル（単セル寸法 71x79x0.72 cm 6.BL/kw) 

lOkwスタック (60) 

固体電解買高温電池 熱効率42%(LHV) 水素使用
3kwDC¥70) 単セル寸法 15. 5 ¢ x440 mm 

パッケージ比容積 1344L/kw 比重量430kg/kw

(89) 
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7.4.4推進システムの重量と容積

推進ヽンステムの重量と容稽を比較するにあたって考

慮する範囲は原動機からプロペラ軸に動力を伝達する

までの部分とする。ただし、推進システムの効率は、

一定時間航続に必要な燃料夕‘ノクの大きさを左右する

ので、燃料の重量と容積も推進システムのそれに含め

ることにする。

比較する推進システムは、直接推進は低速ディーゼ

ル、中速ディーゼル（ディーゼル用平行軸型減速装置

付き）、航空転用ガスタービソ（タービ‘ノ用平行軸型減

速装置付き）の各原動機によるとする。電気推進では、

中速ディーゼルとガスタービ‘ノによる発電および燃料

電池による直接発電とする。発電機、電動機の両回転

機は最近交流化が進んでいるので同期機とし、サイリ

スタコソパータによる周波数制御を行うこととする。

超電導電気推進では、交流磁界に適した超電導線は

まだ開発されていないが、交流回転機が超電導化され

るとし、常電導電気推進と同じ機器構成とする。ただ

し、重量、容積が常電導回転機の1/4から1/5になると

仮定し、効率は常電導機の損失が半分になるとする。

燃料電池は、出力密度の高いものが宇宙用等に開発

されているがこれらは比較的寿命が短い。舶用には長

寿命、高効率の燃料電池が必要と考えられる。このた

め現在電力用に最も開発が進んでいるりん酸型燃料電

池程度の性能が得られるものと仮定する。現在開発さ

れている電池の出カレベルは小さいが、大出カレベル

のものは基本的にはこれらを多数配置する形となると

考えられる。負荷追随性の点では、蓄電池とハイブリッ

ド形式も考えられるが、今回は比較を簡単にするため

天然ガスを燃料とした交流出カパッケージをそのまま

拡大したもので直接電動機を駆動すると仮定する。

出カレベルは、超電導電気推進システムの応用が考

えられる大出力のものとしてlOOMWとする。使用す

る燃料は燃料電池の改質装置を使用することを考慮し

て液化天然ガスとする。また、ガスタービ‘ノ機関、ディー

ゼル機関の燃料消費率は燃料の発熱量によって換算す

る。 Table7.4. 7に想定した原動機、減速機、動力伝

達電気機器の出カレベル、熱効率、動力伝達効率、出

力に対する重量と容積を示す。航続時間に対する各推

進システム（燃料を含む）の重量、容積をFig.7.4.5

~6に示す。

Table 7.4. 7 動力伝達機器の比重量と比容積

動カ・伝達装置 i 
； 

出カレヘ l;t l効率／燃費 I比重量 i比容積 li参考文献

速速転E用E用期用用電リ料
低中航HDGTHOGT同DEGT超召燃

テ#ィ-t'11-(LDE)

ディーゼ 1,(MDE)

カ・スターヒ‘ン(GT)

1減速装置（平行軸形）

滅速装置（平行軸形）

1発電機(AC)

発霞機(AC)
電動機(AC)

超電導発電機(AC)

超電導発電機(AC)

導電動機(AC)

り変換機

電池II・ッケーシ‘

3 5Mh' 
8~ lOMW 
20~3UH¥rr. 

lOMW 

20~30!'1¥I 

50M¥rt' 

lOMW 
20~30M¥r/ 

50!-lvi 

50MWAC 

低速ディーゼルは 1基10筒35000kWクラスの機関

3軸という構成になろう。燃料消費率は良いがかなり

高重量の推進システムになる。中速ディーゼルは 1基

10筒12500kWクラスの機関 8基 2軸の楷成になろう。

比較的軽量コソパクトになるが多数の機関を減速装置

で効率よく接続することが課題となろう。そこでこれ

を超電導電気推進にすれば推進ヽンステムが多少重量は

(90) 

171g/kwh 45kg/ki,- 64. 5L/kw (43) 

174g/kwh 17kg/k¥r/ 22L/kw (43) 

225g/kwh 1. 2kg/kw 3.2L/kw (54) 

98.5% 3kg/kw 3.51/kw (71)(72) 

96.5% 5.6kg/kw 6.4L/kw (71)(73) 

96% 2. 7kg/kw 3.lL/kw (34) 

98% 2.5kg/kw 1.8L/kw (74) 

96% 6.8kg/kw 14.8L/kw (34) 

98% 0. 7kg/kw 0.5L/ki. 

99% 0.6kg/kw 0.31/kw (75) 

98: 1. :Jkg/kw 3. OL/kw 

98% 3kg/kw lOL/kw (76) 

45: 90kgikw 200L/kw 

増大するが多数機関の接続が容易になる。また航続時

間が比較的長いところでは超電導電気推進システムの

重量と容積の増加分は燃料夕‘ノクのそれに比して小さい。

ガスタービ‘ノしま25000kWクラスのもの 4基 2軸で

構成できヽンステムは非常に軽量コソパクトになる。超

電導電気推進システムにした場合、超電導機器と減速

装置との重量と容積の差が小さいため直接推進ヽンステ
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常電導燃料電池

超電導中速ディーゼル

超電導ガスターピン

超電導燃料電池

各種推進方式の重量の比較

ムの重量、容積と大きな差がない。しかしながらガス

タービソの熱効率が低いため航続時間が長いと燃料タ

ソクの容量が非常に大きくなる。

燃料電池は改質装置を必要とする場合他の原動機に

比し推進装置が約 5倍大きくなる。燃料は水素が使用

できる場合は改質装置が不用となり発電ヽンステムは約

1/3になる。しかし燃料電池を舶用に利用するために

は燃料電池の出力密度を 2倍以上向上する必要がある。

7.4.5まとめ

以上、超電導電気推進ヽンステムに使用する原動機の

OLo 
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SF C 

Fig.7.4.6 
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常電導カスターピン

常電導燃料電池

超電導中速ティーゼル

超電導ガスターピン

超電導燃料電池

各種推進方式の容積の比較

特質を考察するため、ディーゼル機関、ガスタービ‘ノ

機関、燃料電池の現状および容積と重量について簡単

に述べた。また、大出カレベルにおける超電導電気推

進ヽンステムの重量と容積について検討し、航続時間の

短いものについてはガスタービソが、長いものについ

ては中速ディーゼルが適していることを示した。燃料

電池は、天然ガスを燃料とする舶用原動機として使用

するためには約 5倍出力密度を向上しなければならな

いことを示した。
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8. 船舶•海洋システムヘの応用

船舶•海洋ヽンステムヘの応用に関しては、従来検討

された例が極めて少ない。このため本章では、アイデ

ア（現時点で可能性が低いと思われるものも含む）を主

体に記述する。

8. 1運河航行への応用

船が運河のような制限水路を航行する場合に、もっ

とも注意しなくてはならないことの一つにいわゆるバ

ソクサクショ‘ノがある。これは運河の中心線上から右

あるいは左にはずれたところを船が航行する場合に、

そのはずれた方の岸壁が船をすいよせるように働くカ

のことをいう。このような状況では船は適当な角度の

舵をとって、ある平行状態で航行することになる。し

かし水路幅あるいは水深は一般に変化するため、運河

を航行する船は危険な状況に置かれているといってよ

い。

ここで、強力な磁力を発生する超電導磁石あるいは

超電導材を利用して、バソクサクショソに抗する力を

船と運河壁との間に発生させてやれば、岸壁と衝突す

ることなく安全でより高速の運河航行が実現できる可

能性があると考えられる。このような超電導技術の応

用は、すでに実用化に向けて多くの研究がなされてい

るリニアモータカーの浮上・推進・案内といった運動

関係の問題のうちの案内の問題と非常に類似している

といえる。すなわちリニアモータカーをガイドウェイ

に接触することなく運動させるという問題である。

しかし、問題は類似でもその解決法をそのまま船の

運河航行に応用することはできないと考えられる。

JRのリニアモータカーの場合、車両に超電導磁石を

積み、ガイドウェイの両側にコイルを配置して左右の

コイルをヌルフラックス結線と呼ばれる方法で接続す

ることによってガイドウェイの中心線上からはずれた

車に左右方向の復原力が働くように考えられている況

この方法では車両が走っていてはじめて左右方向の案

内力が発生するのであって、数IOOkm/hで走っている

場合には有効であるが低速時には案内力は弱く、実際
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リニアモータカーの場合でも低速時には左右方向に車

輪を出して案内を行なっている。一方船の運河航行の

場合には高々数ノットの速度であること、あるいは極

端な場合にはほとんど停止している場合さえも考慮に

入れなくてはならないことからリニアモータカーと全

く同じ手法を船に適用することはできないと思われる。

従って超電導を利用した強力な磁力で運河中にある

船の案内を行うためには、まずその強力な磁力の発生

方式および制御方式から検討しなくてはならないと考

えられる。同時にどの程度の磁力が必要となるかを推

定するために、おそらく従来考えられてきたよりもよ

り狭い幅の制限水路中を航行する船に働く流体力の研

究も必要であると思われる。

このほかにもリニアモータカーと船の運河航行との

関連でいえば、運河壁あるいは運河底と船とでリニア

モータを構成することにより推進力を得ることも不可

能ではないと思われる。しかし保守等の上から運河底

が実際的ではないとすればこの方式の推進を考える場

合にもまず上述の水路内での案内の問題を解決しなく

てはならないと思われる。

8.2浮力制御および磁力接合

8.2. 1ケーソンの出し入れによる浮力制御

半潜水型石油掘削船は、水線面積を小さくすること

で波による浮力変動を小さくし、動揺を軽減すること

に成功した例であるが、本アイデアは浮体の排水容積

を可変にして浮力制御を行ない、波力を小さくしよう

とするものである。

すなわち、 Fig.8.2.1に概念的に示すように、浮体

に内蔵されたケーソソを、波の山谷に応じて、あるい

はさらに進んだ方式としては波力に応じて、出し入れ

[『t〗
壁

,
 

中一浪

一

波

＿

贔

"

,

Fig.8.2.1 浮力制御の概念図

することにより、浮体を積極的に制御し、波力や動揺

を小さくできる。現在の典型的な半潜水型石油掘削船

では、波 1mあたり 100トソ程度の上下力が加わるか

ら、上下方向の波力を全て相殺するためには、体積数

100m3のケーソ‘ノを 5~10秒程度の変動周期で変位制

御することが必要となる。

このように大きな力で変位制御するために、超電導

磁石の作り出す強力な磁界を利用できる可能性がある。

制御の方法としては種々考え得ると思うが、例えば、

Fig.8.2.2に示すリニアモータカ一方式も有力である。

解決すべき技術的課題としては

(1) ケーソソの制御

(2) ケーソソの出し入れ機構（すべり、水密性等）

(3) ケーソソの内蔵のための最適船形

(4) 大きな変動力に対する楷造強度

(5) ケーソソの出入りによる動揺の動的な影響

等があげられる。

電磁石

Fig.8.2.2 リニアモータによる制御

8.2.2磁力接合モジュール船

磁力接合モジュール船は、超電導磁石の作り出す強

力な磁界を応用したものであり、船をいくつかのプロッ

クに分割し、このプロックを超電導磁石を用いて接合

したものである。 Fig.8.2.3に磁力接合モジュール船

の概要を示す。

Fig.8.2.3 磁力接合モジュール船の概念図

(95) 
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このモジュール船の特徴は、超電導磁石を制御する

ことにより、船体の各プロックを容易に接合あるいは

着脱することができることである。これを応用し、新

運航システムを開発することができる。例えば、貨物

船を例にとる。貨物船をホールドと推進器を有するブ

ロックに分割し、貨物船が荷を降ろす港にあらかじめ

いくつかの代替ホールドのブロックを用意する。貨物

船の入港とともに、船体から荷の積んであるホールド

を切り放してホールドのみを荷役桟橋に接岸させ、貨

物船は、推進器を有するブロックに新たに代替ホール

ドのプロックを接合して再び出航する。この運航ヽンス

テムを用いれば、従来、船が入港した際に要した荷役

時間を省くことができ、船の効果的な運用を行なうこ

とができる。また、積み荷の種類、量により、貨物船

のホールドのブロックの取り替え、あるいはホールド

のブロックの数の調節などを行ない、一隻の船を多目

的に活用することができる。さらに、船がなんらかの

損傷を受けた場合には、従来の船のようにドックイソ

して修理を行なう必要がなく、このモジュール船は、

損傷を受けたプロックのみを取り替えればよく、船の

メイソテナ‘ノスを行なう上でも非常に効率がよい。

さて、磁力接合モジュール船を計画する上で大きな

課題は、各ブロックの接合方法であり、接合部の構造

である。接合方式としては、種々考えられると思うが、

例えば、 Fig.8.2.4に示すような接合方式も考えられ

る。

Fig.8.2.4 磁力接合方式

磁力接合の他に、超電導磁石の反発力を利用する方

式も考えられる。 Fig.8.2.5に概念図を示す。これは、

多関節船のように船体の各ブロックをピソで結合し、

ブロックごとの接触を緩衝あるいは防止するために、

超電導磁石の反発力をショックアブソーバとして利用

(96) 

するものである。現在、研究の進められている多関節

船2)が実際に検討される場合には、超電導磁石を用い

た緩衝器が有効ではないかと考えられる。

磁力接合モジュール船の解決すべき技術的課題とし

ては、

(1) 各ブロックの接合方式

(2) モジュール船の船体運動

(3) モジュール船の楷造強度

(4) モジュール船の運航ヽンステム

などがあげられる。

超電導磁石

Fig.8.2.5 超電導磁石の反発力の利用

8.3磁気吸引作業ロボット 3)-6)

8.3. 1壁面移動ロボットの現状

大型船舶、海洋構造物に付着成育する海洋生物は推

進抵抗の増大に代表される大きな被害損失をもたらす。

従来この問題に対しては防汚染料や特殊銅合金から溶

出するイオ‘ノによる化学的な成育抑制を行ってきたが、

環境保護上の制約や有効期間の短さなど解決すべき点

は多い。一方、付着物を機械的に除去するためには、

船舶ではドック入りの上、高圧ジェット水噴射やサ‘ノ

ドブラスト、海洋構造物では潜水のうえ回転ブラシ、

スクレーパといった大掛かりな作業が必要である。こ

れらの作業を人間に変わってロボットにさせるには、

対象となる場所が垂直壁面、オーバーハソグ面が殆ど

であり、重力に逆らって本体を保持し移動する機楠を

備えることが不可欠である。中でも垂直壁面を吸着し

移動するには十分な吸着力と摩擦力が必要であり、空

気中でこの機能を達成させるために様々な研究がおこ

なわれている。 Table8.3.1は従来研究されてきた垂

直壁面移動機構を組み合わせて船体側壁面移動ロボッ

トを構成した場合に考えられる各型式の機能別評価を

行ったものである。以下、吸着機構別に簡単な特徴と

問題点を述べる。
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, Table 8.3.1 船側壁面移動ロポットの特徴と問題点

こ に二］ 声 届
車輪 クローラ 歩行式

A B C D A B C D A B C D 

真空式分散（吸盤）型 X X X X △ X △ X △ △ △ X 

真空式集中型 △ 

゜
X X △ 

゜
△ X X X X X 

推力押付型

゜
X △ X 

゜
X △ X 

゜
X △ X 

永久磁石吸着型 X 

゜
X 

゜
X △ △ 

゜
△ X △ 

゜電磁石吸着型 X 

゜
X X .x △ △ X △ △ △ X 

超電導磁石吸着型

゜゚
△ 

゜゚
△ 

゜゚゜
△ 

゜゚•、

A:吸着力不足によるはがれ、ヒり落下の危険性はないか

B:機動性、操縦性に問題はないか

C:凹凸面、曲面に対して正常な移動機能を保持するか

D:吸着力保持においてエネルギー消費はないか

(1) 真空式分散（吸盤）型：大気圧により壁面に押し

付けられる力を利用し、複数個の吸盤によって吸着

する。比較的軽量化が可能で歩行式に向いている。

船体などの壁面に応用する場合を想定すれば、かき、

ふじつぼといった海洋生物が付着している部分を走

行すると真空もれをおこし吸着力を失う。

(2) 真空式集中型：ロボットの中心部付近に大きな吸

盤を構成し、常に空気を排出しながら吸盤内の負圧

を保つ。吸盤の面積が大きく採れるので分散形に比

べて吸着力が大きいが限界を越える空気もれで吸着

力を失う。

(3) 推力押付型：小形のジェトエソジソや動力とプロ

ペラの組み合わせによって推力発生機構を備え、推

カの作用線を壁面に押し付けてロボットを保持する

方式。突風などによる不測の事態における制御が難

かしい。

(4) 永久磁石吸着型：吸着を維持するために外部から

エネルギの供給を必要としないことから、吸着のた

めのエネルギ喪失事故に対して本質的な安全性を持

つ。半面、吸着面と磁石の距離が離れると吸着力を

失うことから、移動に伴う壁面への着脱に工夫がい

る。

(5) 電磁石吸着型：コイルに流す電流制御によって磁

気力を変化させることができることから、着脱が容

易である。強い電磁力を得るためには通電電流を大

きくする必要性から必然的にコイルが重くなり、重

量当たりの吸着力を大きくすることが難しい。

水面に浮いた状態での船の側面は乾舷部分と吃水

下では環境状態が大きく変わるが、これらの吸着機

構の中でどちらの環境状態にも対応できるのは電磁

吸着方式だけである。水中では浮力によって大部分

のロボットの重力を打ち消すことが可能であり空気

中に比べると吸着保持の点からは有利である。

次に移動方式について種類別に特徴を要約する。

(1) 車輪：連続的でスムーズな走行が可能であるが、

接地面積が小さいため吸着力を大きくすることが難

しい。

(2) クローラ：無限軌道、履帯とも呼ばれる方式で車

輪に次いでスムーズな走行が可能であるが、本質的

に軌道が持つ「たるみ」によって吸着した履帯の総

てがロボットを支える力とはなりえない。

(3) 走行式：吸着機構を持つ複数の脚を交互に脱着し

て移動するもので、動作が間欠的で移動速度は遅い

が吸着能力に優れている。

8.3.2超電導磁石吸着型の船体側壁作業ロボット

Table 8.3.1に示すように現時点ではそれぞれの方

式に一長一短があり船体側壁を移動しながら海洋付着

生物を機械的に除去することのできる安全で信頼性の

高いロボットの実用化は困難である。しかしながら、

信頼性の高い軽量な超電導磁石によって強い磁場が実

(97) 
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現できるという前提においては、 Table8.3.1に示す

組み合わせによって、実用レベルの船体側壁作業ロボッ

トが可能となる。 Fig.8.3.1に船体側壁を無人で移動

しながら海洋付着生物の除去作業を行っているロボッ

トの想像図を示す。また、 Fig.8.3.2にはロボットの

機能の概略図を示す。一台のロボットでこの作業を行

ロボット格納場所

ケープル格納J収

沿体側壁

船体側唸作業ロボット

涵中

う場合、大型船舶では作業範囲が広いため、大変大き

な行動半径のものが必要となる。しかし、作業用動力

の供給を外部から行う場合には、有線となり作業範囲

が限られる。また作業時間を短くする必要性もあり、

船体の大きさに応じて複数台のロボットの投入が必要

となろう。

伐作盤

・rvカメラ

Fig.8.3.1 船体側壁作業ロボット稼働状況予想図

ポンプ・

ロポット底面図

Fig.8.3.2 超電導磁石吸着型船体側壁作業ロボット
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一連の作業を想像すると、まず、デッキの適当な場

所に設けられたロボットの格納場所より、船体側壁の

乾舷部分を磁力で吸着しながら降りていく。水中部分

に入ると係員が操作盤上のテレビ画面で前方を監視し、

海洋付着生物の成育情況に応じて回転プラシによる清

掃作業を行いながら移動していく。プラシによってか

きとられた海洋付着生物の残骸は吸引ダクトによって

集められ適当な集塵袋にためられる。予定作業の完了

あるいは集塵袋の容量に達すると再び乾舷部分を吸着

しながら昇っていき所定の格納場所に帰り、次の作業

の準備を行う。これら一連の作業は船舶の形状データ

をもとに自動化することも可能である。

ロボットの比較的重要な機能部品を以下に簡単に説

明する。

(1) 超電導磁石：船体にロボットを吸着させる力を発

生させる。乾舷部分を吸着して移動するためにはロ

ボットを支えるために大きな力が必要で壁面と磁石

面の間を小さな距離で一定にたもつ必要がある。乾

舷部分では海洋付着生物は性とんどなく、また壁面

も平坦な部分が多く水中部分に比べて磁石を壁面か

ら一定にたもつ機構は簡単であろう。

(2) 車輪：移動する力を得る。ロボットの重量、磁石

の吸引力に応じてより大きい摩擦力を得る工夫が必

要。

(3) 水中テレビカメラ：多くの情報を操作員に伝える。

ブラ、ンでかきとられた海洋付着生物の残骸により視

界が妨げられることのない配慮が必要。

(4) 回転ブラシ：船体に塗られた塗料を傷める事なく

海洋付着生物を機械的にかきとる能力が要求される。

付着生物の種類によってはスクレーパ型の回転体に

取り替える必要性もある。

(5) 吸引ダクト：かきとられた付着生物の残骸を吸引

し、テレビカメラの視界を確保するよう装備する。
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また、残骸を海洋投棄できない場合には集塵袋に回

収する役目も行う。

8.4波力発電

周囲をぐるりと海に囲まれた日本は自然の恵みとし

て漁業資源のみならず、海洋エネルギの豊庫として潜

在的な地位を有する。従って、後者を如何に利用でき

る形にて取出せるかは、その技術開発に全く依存して

いる。もし取出せれば、環境を汚さないクリーソ・エ

ネルギとして魅力あるものとなる。例えば、年間に日

本の沿岸に打寄せる波浪パワーは約 5X 107 kWと推

定される7)。それ故、何等かの方法でこれを利用でき

れば、我が国の21世紀のエネルギ展望に明るい光を照

らすことになる。当所においても波力発電の研究が、

ここ数年間鋭意実施されている8)-10)。一般に、波浪

エネルギを利用可能な電気エネルギとして取出すには、

力学的エネルギに変える一次変換装置と、これを電気

エネルギに変える二次変換装置とが必要となる。二次

変換装置はこれまでに開発された技術で十分に対応可

能と思われるが、問題は一次変換装置の開発にかかっ

ている。図8.4.111)に代表的な種々の方法を示す。こ

のうち、実験的段階のものもあれば、アイデアのみの

ものもある。いずれの装置も最終段階にて発電機を必

要とするので、このコイル部分に電気抵抗の無い高湿

超電導材料が応用できれば、エネルギ変換効率が上昇

し、波力発電の実用化に大いに役立つと推察される。

さらに、効率を上げるには、一次変換と二次変換装置

とを一緒にした装置が考えられる。 Fig.8.4.2がその

一例で、超電導コイルで巻かれたシリソダ内にフロー

トを浮かせ、波浪によってフロートを上下させること

により直接発電させるシステムである。本システムの

詳細はこれからの研究課題である。
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Fig.8.4.1 波浪発電の種々の型 11)
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Fig.8.4.2 波力直接発電ヽンステム
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9 むすび

超電導技術の船舶•海洋への応用の本命は推進装置
であろう。しかし、これ以外にも、有望な研究対象は

多く、例えば船体回りの流れ場の制御、燃焼の制御、

新素材製クライオスタット、超電導利用計測技術の海

洋探査への応用などが挙げられる。また、興味ある新

アイデアの例としては、磁力による運河航行、磁気接

合モジュール船、浮力制御による動揺抑制、磁気吸引

ロボットなどが挙げられる。いずれも検討が十分にさ

れているわけではないが、船舶•海洋の特徴を生かし
たテーマであり、材料技術の進歩に合わせて取り上げ

て行くとよいと思う。いずれにしても、実用化には超

電導磁石の性能向上、コストダウソ、取扱容易などが

実現することが前提条件となる，，そのほか、この報告

では取り上げなかったが、強磁場の人体に及ぼす影響

とその対策も、実用化に当たっては重要な問題である。

近い将来、当所が超電導プロジェクトに着手すると

すれば、実績のある研究、例えば流場制御、低湿技術

などを中心にスタートし、これに当所にポテ‘ノシャル

を持つ分野が協力して発展させて行くことが効果的で

あろう。この際、基本施設としては、極低温実験基本

施設（ヘリウム液化精製装置、極低温流体伝熱実験装

置、極低湿疲労試験装置など）、高電場発生装置、高

磁場発生装置などが必要となる。

今回の調査研究は、企画室が中心となり、所内全研

究部からの参加者を得て、超電導研究グループを作り、

実施したものである。今後も、この様な協力体制での

研究が実施され、成果を挙げることを期待する。
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